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千葉県知事  鈴木 栄治 様 
 

千葉県情報公開審査会    
委員長  荘司 久雄   

 
 

異議申立てに対する決定について（答申） 
 
 平成２７年３月３１日付け廃第２１７１号による下記の諮問について、別紙

のとおり答申します。 
 

記 
 諮問第５７４号 

平成２５年７月２３日付けで異議申立人から提起された、平成２５年５月

２４日付け廃第３３３号で行った行政文書部分開示決定に係る異議申立てに対

する決定について 
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諮問第５７４号 
 

答   申 
 
第１ 審査会の結論 

千葉県知事（以下「実施機関」という。）は、別表２の「開示すべき部分」

に掲げる部分を開示すべきである。 

実施機関のその余の決定は、妥当である。 

 
第２ 異議申立てに至る経緯 
１ 行政文書開示請求 

平成２５年３月２５日付けで異議申立人は、千葉県情報公開条例（平成

１２年千葉県条例第６５号。平成２８年千葉県条例第１５号による改正前の

もの。以下「条例」という。）第５条に基づき、実施機関に対し、行政文書開

示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 
２ 請求内容 

「○○○○○○○○○○○○○（以下「本件事業所」という。）に関する 
 ・県作成の復命書一式（過去３年間） 
 ・大気調査の分析及び解析業務等の委託仕様書 
 ・契約書一式（過去３年間）」 

３ 特定した対象文書 
実施機関は、別表１に記載の文書１から文書５６（以下「本件対象文書」

という。）を特定した。 
４ 実施機関による決定 

平成２５年５月２４日付け廃第３３３号で行政文書部分開示決定（以下

「本件決定」という。）を行った。 
５ 異議申立て 

異議申立人は、本件決定を不服として、平成２５年７月２３日付けで異議

申立て（以下「本件異議申立て」という。）を行った。 
 

第３ 異議申立人の主張要旨 
１ 異議申立ての趣旨 

本件決定を取り消すとの決定を求める。ただし、「法人代表者印の印影」、

「個人に関する情報であって、特定の個人を識別できる情報」については除

外する。 

２ 異議申立ての理由 
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今回不開示情報にかかわる主要な部分は、特定の廃棄物処理施設につい

ての立入調査に関する情報である。不開示の根拠については、条例第８条第

３号イ、第５号及び第６号に該当するとされた。そしてその理由として、立

入調査に関する情報は、当該事業者の権利又は競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあり、県の意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

もあり、さらに当該指導監督事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

ためとされている。 

しかし、そもそも本件事業所の事業活動は厳格な燃焼条件、フィルターの

設置など特別な安全対策なしには社会的に存立が許されない事業活動であ

り、そのことから「人の生命、健康、生活又は財産を害するおそれのある事

業活動」と言える。 

本件事業所について頻繁に立入調査が行われているのは、本件事業所周

辺で多数の健康被害を訴える声や産廃１１０番通報が寄せられるなど、公害

源と公害因子の特定、根絶対策をとることが県に緊急に要請されているから

であり、かつ過去に本件事業所を発生源とした公害問題が起こった経緯があ

るからである。 

すなわち、当該事業活動により人の生命、健康、生活又は財産を害する現

実的な可能性があると認められる。 

不開示部分が公開されることにより、本件事業所の安全管理の実態を住

民も知ることとなり、それにより事業者も徹底した安全施策の実行が求めら

れることとなることが期待される。 

以上細かく考察したが、異議申立人が開示を求める情報は、条例第８条第

２号ロ、第３号で「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にす

ることが必要であると認められる情報」に他ならず、不開示について不服が

あるのでここに異議申立をするものである。 

３ 口頭意見陳述の要旨 

実施機関は、平成２６年９月２５日に異議申立人の口頭意見陳述を実施

し（以下「本件口頭意見陳述」という。）、その主張の要旨は以下のとおり

である。 

（１）本件事業所については、平成１９年に操業を開始したものの、排ガス中

の塩化水素濃度の基準超過が判明し、稼働を停止し、その後実施機関から

改善勧告が行われ、千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会において審

議されたが、未承認のまま本件事業所が勝手に稼働したという経緯があ

る。 

 その後、本件事業所の周辺住民から被害の訴えが相次ぎ、健康被害の広

がりが危惧されていた。 
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 平成２１年の○○市の調査の結果、体調の不具合を訴える市民が多発

していることが明らかになった。そして多くの市民から産廃１１０番な

どを通じて苦情が寄せられた。 

 その主原因の一つとして、いわゆる杉並病の原因物質として注目され

た揮発性有機化合物（以下「ＶＯＣ」という。）の可能性が指摘されてい

る。 

 本件においては、平成２２年夏、平成２３年冬の２回ＶＯＣ分析が実施

され、計１３１種のＶＯＣが検出された。 

 これらの検出結果から本件事業所の不適切な燃焼温度管理の可能性が

推察された。 

（２）本件事業所に対して、実施機関は廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）第１９条

の規定による立入検査を行い、現場の維持管理状況を確認し、その結果を

庁内で報告し、必要に応じて本件事業所に対し指導事項票を交付してき

た。また、住民からの産廃１１０番などの受電で現場の監視パトロールを

実施し、その記録書兼報告書を作成してきた。しかし、これらの文書が住

民に開示されることはなかった。 

 当該文書に記載されている、本件事業所の管理の実態、周辺住民からの

産廃１１０番時の施設の状況、トラブルの要因、実施機関職員の対応と事

業者への指導内容、それに対する事業者の改善状況などは、健康被害など

との因果関係を含め、生命、健康に関わる重要な情報であり、住民として

も最も関心のある情報である。 

 本件請求の結果、パトロール記録書兼報告書、立入調査報告書、立入検

査票、運転状況確認票、復命書が開示されたが、その実態は、パトロール

記録書兼報告書は、○時○分に通報あり現場確認という記載を除き、その

他は不開示。立入調査報告書は、日時、立入場所、立入者の記載以外は、

不開示。立入検査票は、立入検査結果、適不適の総合評価、そして項目毎

の評価が不開示、指導事項票は肝心の指導指示事項は不開示、写真も不開

示で、運転状況確認票も不開示という、黒塗りの文書開示であった。 

 これでは、本件事業所の管理の実態、周辺住民からの産廃１１０番時の

施設の状況、トラブルの要因、実施機関職員の対応と本件事業所への指導

内容、それに対する本件事業所の改善状況など、健康被害などとの因果関

係を含め、生命、健康に関する重要な情報が一つも提供されないことにな

る。 

 実施機関によれば、不開示の理由は条例第８条第２号、第３号イ、第５

号及び第６号に該当するというものである。しかし、実施機関は不開示の
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具体的根拠理由を何ら示さないばかりか、これらの情報は異議申立人が

開示を求める根拠としている、条例第８条第２号ロ及び第３号の、「人の

生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると

認められる情報」に該当するかどうかの具体的な検討、判断を一切してい

ない。これは明らかに、職務怠慢に他ならない。 

（３）平成２６年７月に、不開示情報の一部が開示された。本件決定後の時間

の経過の中で、この間すでに公になった情報については開示することに

したという説明を受けた。この７月に一部開示された情報は、パトロール

記録書兼報告書の主要な文の一部、立入検査票の検査結果の一部、総合評

価の一部、項目毎の評価であった。しかし、本件事業所内で撮影された写

真、肝心の指導事項票の指導指示事項、立入調査報告書の一部、立入検査

票の一部は不開示のままだった。 

 ７月に一部開示された情報を検討した結果、開示された情報は、条例第

８条第２号ロ、第３号の、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、

公にすることが必要であると認められる情報に該当するものに他ならな

かった。また、本件事業所の保守管理がずさんであり、事業者としての根

本姿勢に疑問を抱くものであった。 

 これらのことから、本件決定でこれらの情報を条例第８条第２号、第３

号イ、第５号及び第６号該当として不開示とした実施機関の判断は不当

であり、また、たとえこれらの規定に該当するとしても、本件事業所が頻

繁に不祥事や事故を起こしていることを鑑みると、これらの情報は条例

第８条第２号ロ、第３号の、人の生命、健康、生活又は財産を保護するた

め、公にすることが必要であると認められる情報として間違いなく公開

されるべきものである。 

 よって、異議申立人は、実施機関に対し、本件事業所への具体的な指導

内容である指導事項票及び写真の全面開示を求める。 

（４）最後に、○○○○○○○○○○○○○○（以下「○○研究所」という。）

の建築確認申請図書、設備関係の情報公開訴訟の確定判決内容を紹介す

る。 

 当該文書について不開示決定とした原処分について、確定判決となっ

た大阪高等裁判所の判決の趣旨は、当該設計図書は、公開することにより、

当該法人等の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認

められるが、○○研究所が行っている遺伝子組み換え実験等の事業活動

は、その活動によって、人の生命、身体又は健康を害する可能性があり、

特別な安全対策なしには社会的に存立が許されない事業活動であるとし、

高槻市情報公開条例第６条第１項第２号ただし書に該当するとした。 
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 先ほどの確定判決の趣旨を本件に適用すれば、本件事業所の事業活動

は特別な安全対策なしには社会的に存立が許されない事業活動であり、

そのことから人の生命、健康、生活又は財産を害するおそれのある事業活

動と言える。そして、本件事業所における健康被害等の経緯から、当該事

業活動により人の生命、健康、生活又は財産を害する現実的な可能性があ

ると認められるものである。 

 なお、今回開示を求めているパトロール情報などは、写真を含めて奈良

県、福岡県などは個人情報などを除外して公開していると聞いている。 

 以上、本件対象文書について全面開示を求める。 

４ 意見書の要旨 

（１）異議申立人の以下の主張に対し、実施機関から見解が示されていない。 

ア 本件事業所の事業活動は厳格な安全対策なしに社会的存立が許され

ない事業であり、そのことから人の生命、健康、生活又は財産を害す

るおそれのある事業活動であること 

イ 過去に本件事業所を発生源とした公害問題が発生していること 

ウ 平成２６年７月に条例第８条第３号イ、第５号及び第６号を根拠に

不開示とされていた情報の一部が開示されたが、開示された情報は人

の生命、健康、生活又は財産の保護に関わる情報であったこと 

エ 今回開示を求めている情報などは他県では個人情報などを除外して

公開されていること 

オ 「競争上の地位その他正当な利益を損なうおそれがある」との要件の

適用については、「住民の生命、健康、財産の保護」との詳細な比較衡

量の上で、憲法の人格権に照らして判断し、判断結果について県民に

説明責任を果たさなければならないこと 

（２）実施機関は、本件事業所は「法に違反して排出基準を超過するような事

実が認められず、いずれも健康被害の原因と直ちに直結するようなもの

とは言えない」から、「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、

公にすることが必要であると認められる情報」に該当しないと主張する。 

 しかし、本件事業所付近で検出されたＶＯＣのうち、外国には環境基準

があるが、日本においては環境基準が存在しないものもあり、実施機関が

何をもって「いずれも健康被害の原因と直ちに直結しない」と断定できる

のか理解に苦しむものである。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 
１ 本件対象文書及び本件決定について 

本件対象文書は、有限会社○○○○○○○○○（以下「本件法人」という。）
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に対して実施機関が行った調査の契約書等や立入検査内容の記録文書であ

り、委託調査の契約内容や立入検査の状況等が記載されている。 

なお、本件請求に対し条例第８条第２号、第３号イ、第５号及び第６号に

該当するとして部分開示を行った本件決定については、本件異議申立て及び

本件口頭意見陳述の申出があったことから、平成２６年８月１日付け廃第

６９３号で本件決定の一部を取消し、同日付け廃第６９４号で条例第８条第

２号、第３号イ及び第６号に該当する一部の情報の不開示を含む内容で再決

定を行った（以下「本件再決定」という。）。 

２ 条例第８条第３号該当性について  

本件対象文書は、本件事業所についての立入検査に関する情報であり、こ

れらを公にすることにより、本件法人に対する誤解や憶測を招くこと等、本

件法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるため、

条例第８条第３号イに該当する。 

３ 条例第８条第６号該当性について 

本件法人は、廃棄物処理法に基づき実施機関が許可した産業廃棄物処理

施設（焼却施設）である本件事業所を○○市内に設置し、運営している。 

本件事業所においては、近隣住民からの苦情が絶えなかったため、実施機

関として、健康アンケート調査及びＶＯＣ等の調査並びに本件事業所への立

入検査等を行った。 

これらの調査及び立入検査などの業務において取得した、産業廃棄物不

適正処理等監視指導業務に係る監視パトロール等の対象に関する情報及び

それに伴う行政指導等の指導監督事務に関する情報については、これらを公

にすることにより、当該パトロールにおける違法若しくは不当な行為の発見

を困難にするおそれがあり、また、関係者の協力を得られなくなり、正確で

詳細な供述を得られなくなるなど、当該指導監督事務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあることから、当該不開示情報は条例第８条第６号に該当す

る。 

４ 異議申立ての理由等について 

（１）異議申立人は、本件法人の事業活動により人の生命、健康、生活又は財

産を害する現実的な可能性があると認められるため、本件対象文書にお

ける不開示情報は条例第８条第２号ただし書ロ及び第３号ただし書「人

の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要と認め

られる情報」にあたり、開示すべき旨主張している。 

 本件決定において個人情報を定めた条例第８条第２号に該当するとし

て不開示とした部分は、特定の個人の住所・氏名であり、同号ただし書ロ

に該当しない。 
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 また、条例第８条第３号該当として不開示とした法人等情報について

は、本件事業所が法に違反して排出基準を超過するような事実が認めら

れず、いずれも健康被害の原因と直ちに直結するものとはいえないこと

から、同号ただし書に該当しない。 

（２）異議申立人は、立入検査等における具体的な行政指導の内容や事業場

内の写真の開示を求めているところであるが、行政指導は、事業者の任意

の協力の上で行うものであり、事業者は、行政指導を受ける際にその内容

の軽重や状況によらず逐一公表されるというようなことは想定せずに対

応していることから、立入検査等で多くの情報が得られているところで

ある。 

 このような情報は、性質上、本件法人の運営上の内部情報（ノウハウ・

顧客情報）として保護されるべきものであり、また、その内容が公になり、

情報の扱われ方によっては、誤解を招くなどして本件法人の競争上の地

位その他正当な利益を損なうおそれがある。 

 よって、本件法人の権利又は競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあることから、条例第８条第３号イに該当する。 

（３）異議申立人は、不開示にされている実施機関から本件法人への具体的

な指導内容である指導事項票及び事業場内の写真の全面開示を求めてい

るが、法に基づき処分が行われた事案と違い、本件のように、行政指導に

より相手方に改善を促している状況において、現場で行った個別の行政

指導の内容を開示すると、今後、実施機関の行政指導に対し協力が得られ

なくなるおそれがあることや、自らの発言等が逐一公表されることを知

った事業者（従業員等）が実施機関の調査等に対し詳しい状況等の説明を

躊躇することなどにより正確な状況の把握等が困難となるおそれが大き

い。 

 よって、今後の実施機関の廃棄物処理施設の指導業務に支障を及ぼす

おそれがあり、条例第８条第６号に該当する。 

 
第５ 審査会の判断 
   当審査会は、異議申立人の主張及び実施機関の説明並びに本件対象文書

を基に調査審議した結果、次のとおり判断する。 
１ 本件決定について 

本件対象文書のうち、文書１から文書７（以下「契約書等」という。）は、

業務委託契約書等であり、実施機関と契約相手方との契約内容等が記載され

ている。 
本件対象文書のうち、文書８から文書２２（以下「パトロール報告書」と
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いう。）は、実施機関が行った監視パトロールの報告書であり、当該パトロ

ールを行った日付、場所、職員の氏名、確認内容等が記載されている。 
本件対象文書のうち、文書２５から文書４１（以下「立入検査票等」とい

う。）は、実施機関が本件事業所に立入検査を行った際の報告書であり、立

入日時、本件事業所名、本件事業所の所在地、職員の氏名、立入検査の内容

等が記載されており、また当該立入検査の際撮影した写真等がある。 
本件対象文書のうち、文書２３、文書２４及び文書４２から文書５６（以

下「復命書等」という。）は、実施機関が本件事業所に立入検査を行った際

の復命書であり、立入検査票等と同様の内容が記載されている。 
実施機関は、第４の１のとおり、本件決定の後、平成２６年８月１日に本

件決定の一部を取消しているため、本件決定のうち当該取消部分を除いた不

開示部分の妥当性について、以下検討する。 
２ 本件決定の妥当性について 
（１）契約書等について 

当該文書で不開示とした部分は、法人代表者印の印影及び特定の法人の

名称である。 

異議申立人は、法人代表者印の印影については争わない旨主張している

ため、以下特定の法人の名称の不開示妥当性について検討する。 

特定の法人の名称について、当審査会が内容を確認したところ、本件事

業所付近の環境調査に協力している法人の名称であった。 

特定の法人の名称を開示すると当該法人の環境調査への協力が判明し、

当該法人に対して関係者による妨害等がなされることにより、当該法人の

権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められ、

条例第８条第３号イに該当し、不開示が妥当である。 

また、特定の法人は任意で当該環境調査に協力していると認められ、当

該法人の名称を開示すると、今後同種の調査等において協力を得られなく

なるおそれがあり、そのことにより実施機関の廃棄物適正化業務の円滑な

遂行に支障をきたすおそれがあると認められ、条例第８条第６号柱書にも

該当し、不開示が妥当である。 

なお、異議申立人は、当該不開示部分が条例第８条第３号ただし書に該

当し、開示すべき旨主張しているが、当該不開示部分は調査に協力した法

人の名称であり、人の生命、健康、生活又は財産を保護するために公にす

ることが必要であるとまでは認められないため、同号ただし書に該当せず

不開示が妥当である。 

（２）パトロール報告書について 

当該文書で不開示とした部分は、以下のとおりである。 
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・本件事業所以外のパトロール対象事業所に係る「時刻」、「現場名」、「所

在地」及び「内容」欄 
・本件事業所に対する指導事項等 
・立会者及び苦情者の氏名及び属性 
・写真 
異議申立人は、不開示部分のうち条例第８条第２号本文前段に該当する

個人識別情報については争わない旨主張しているため、以下不開示部分の

うち立会者及び苦情者の氏名及び属性（文書１４における苦情者の属性を

除く）以外の部分について検討する。 

ア 本件事業所以外のパトロール対象事業所に係る「時刻」、「現場名」、

「所在地」及び「内容」欄について 

当審査会が実施機関に確認したところ、監視パトロールについては

ある程度、パターンを定めて行っているとのことである。 

このことからすれば、当該部分を開示すると、監視パターンを知らせ

ることとなり、その結果推測された時間帯等に、不正な操業を停止する

など、実施機関の指導・監督から逃れることが可能となり、実施機関が

行う監視パトロールという事務事業に支障をきたすおそれがある。 

したがって、「当該パトロールにおける違法若しくは不当な行為の発

見を困難にするおそれがある」との実施機関の説明は首肯できるもので

あり、条例第８条第６号イに該当すると認められ、当該部分を不開示と

した実施機関の決定は妥当である。 

イ 本件事業所に対する指導事項等及び写真の不開示について 

当審査会がパトロール報告書を見分したところ、不開示部分は文書

９、文書１０、文書１５及び文書２１においては、本件事業所に対する

指導事項及び聴取事項であり、文書１１においては、本件事業所内の写

真である。 

本件事業所に対する聴取事項及び写真については、本件事業所の協

力のもと入手したものであると認められる。また、本件事業所に対する

指導事項は、今後本件事業所の協力を得て改善していくものである。そ

のため、そのような情報を公にすることにより、今後、本件事業所が実

施機関の指導監督事務に非協力的な対応を取るようになると、機動的か

つ柔軟な指導が困難となり、ひいては、事故につながり得る小さな事象

の発見が困難になるなど、廃棄物処理業者に対する指導監督事務という

実施機関の事務事業に支障をきたすおそれがある。 

したがって、「指導監督事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

る」との実施機関の説明は首肯できるものであり、条例第８条第６号柱
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書に該当すると認められ、同条第３号イ該当性を判断するまでもなく当

該部分を不開示とした実施機関の決定は妥当である。 

ウ 文書１４に記載されている苦情者の属性について 

当該不開示部分について、実施機関は本件決定通知書において、「特

定の個人を識別することはできないが、公にすることによりなお個人の

権利利益を害するおそれがある」として、不開示としている。しかし、

当該不開示部分は、氏名とともに記載されており、氏名と一体として、

個人に関する情報であり、特定の個人を識別できる情報であると認めら

れる。 

また、当該不開示部分は条例第８条第２号ただし書イからニのいず

れにも該当しないと認められる。 

よって、当該部分は、条例第８条第２号本文前段に該当し、不開示が

妥当である。 

（３）立入検査票等について 

当該文書で不開示とした部分は、以下のとおりである。 

・立入検査票中、①立会人及び苦情者の職氏名②「その他」欄及び「総

合評価」欄の記載の一部③欄外に記載の情報④出入り確認欄の排出事

業者名 

・運転状況確認票中の焼却炉運転状況 

・指導事項票中の立会人の氏名及び指導事項 

・写真及びその撮影内容等 

異議申立人は、不開示部分のうち条例第８条第２号本文前段に該当する

個人識別情報については争わない旨主張しているため、以下不開示部分の

うち立会人及び苦情者の職氏名以外の部分について検討する。 

ア 出入り確認欄の排出事業者名について 

当該不開示部分には、本件事業所の取引相手方が記載されており、一

般には、実施機関が主張するとおり、これらを公にすると、取引相手方

との取引に影響を及ぼすことにより、本件法人の競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあると認められる。 

しかしながら、排出事業者、収集運搬業者及び処分業者の間の取引に

伴う産業廃棄物の不適正な処理による社会的影響は大きいものであり、

場合によっては周辺住民の生活環境や自然環境に悪影響を与えるおそ

れがある。そのため、廃棄物処理法は、産業廃棄物の処理に関して、産

業廃棄物処理業に対する種々の厳しい制約を課している（廃棄物処理法

第１２条の３、第１８条、第１９条、第１９条の３等）。 

 よって、産業廃棄物処理業に関する情報は、周辺住民だけでなく社会
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的な関心も高いものであり、一定程度公開が求められる情報であると言

え、排出事業者名についても、これらを公にすることにより本件法人の

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあることは否定でき

ないが、上記の状況を踏まえると、それらの不利益は、産業廃棄物処理

業を営む本件法人が受忍すべき程度のものであり、当該不開示部分は条

例第８条第３号イに該当せず、開示すべきである。 

イ 「その他」欄及び「総合評価」欄の記載の一部について 

当該不開示部分には、排出事業者名、本件事業所に対する指導事項、

聴取事項及び行政指導の方針等が記載されている。 

実施機関が本件決定及び本件再決定を行うにあたっての開示・不開

示の判断基準として、本件事業所に係る客観的事実である本件事業所の

立入調査時に現場で確認された事実については、開示しても今後の事務

事業の遂行への影響は認められないことから開示したものの、それ以外

の情報については本件法人の競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれ又は、本件事業所から正確で詳細な供述が得られなくなるなど、

当該指導監督事務の適正な遂行に支障をきたすおそれがあるため、不開

示としたとのことである。 

当該不開示部分のうち、本件事業所に対する行政指導の方針等につ

いては、これらを公にすると、今後の本件事業所に対する行政指導の視

点などを知らせることとなり、取締りに関する事務に関し、正確な事実

の把握を困難にするおそれがあると認められることから、実施機関の上

記の主張は首肯できるものであり、条例第８条第６号イに該当し、同条

第３号イ該当性を判断するまでもなく当該部分を不開示とした実施機

関の決定は妥当である。 

また、本件事業所に対する指導事項及び聴取事項については、上記

（２）イと同様の理由により、不開示が妥当である。 

しかし、文書２５、文書２８及び文書３８に記載されている排出事業

者名については、上記アと同様の理由により条例第８条第３号イに該当

せず、開示すべきである。 

ウ 欄外に記載の情報について 

（ア）当該不開示部分には、本件事業所に係る苦情の内容及び聴取事項並

びに苦情者の属性が記載されていた。 

（イ）苦情の内容については、これらを公にすると、今後周辺住民等から

率直な意見等が寄せられなくなるおそれがあることなどから、実施

機関の廃棄物処理の適正化に係る指導監督事務に支障をきたすおそ

れが認められる。 
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 よって、「指導監督事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある」

との実施機関の説明は首肯できるものであり、条例第８条第６号柱

書に該当すると認められ、同条第３号イ該当性を判断するまでもな

く当該部分を不開示とした実施機関の決定は妥当である。 

（ウ）本件事業所の聴取事項については、上記（２）イと同様の理由によ

り、苦情者の属性については上記（２）ウと同様の理由により、それ

ぞれ不開示が妥当である。 

エ 運転状況確認票中の焼却炉運転状況について 

当審査会が実施機関に確認したところ、当該不開示部分は本件事業

所内のモニターを撮影したものであるとのことである。 

したがって、当該不開示部分は上記（２）イで述べた写真と同様のも

のであると認められ、不開示が妥当である。 

オ 指導事項票中の指導事項について 

当該不開示部分には本件事業所に対する指導事項が記載されている

ことが認められた。よって、上記（２）イと同様の理由により、不開示

が妥当である。 

カ 写真及び撮影内容等について 

当審査会が内容を見分したところ、不開示となった写真は本件事業

所内の写真であり、また撮影内容等として本件事業所に対する指導事項、

聴取事項及び行政指導の方針等に関する内容の記述が認められた。 

そのうち、本件事業所内の写真、本件事業所に対する指導事項及び聴

取事項については、上記（２）イと同様の理由により不開示が妥当であ

る。 

また、本件事業所に対する行政指導の方針等については、上記イと同

様の理由により、不開示が妥当である。 

ただし、文書２６の「撮影内容」欄の記載の一部は、写真の内容につ

いて、客観的な情報のみが記載されており、これらを開示しても本件法

人の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれは認められず、また、

実施機関の事務又は事業の適正な遂行に支障をきたすおそれも認めら

れないため、条例第８条第３号イ及び第６号に該当せず、開示すべきで

ある。 

また、文書３３及び文書３７の「撮影内容」欄の記載の一部並びに文

書３５、文書３７、文書３８及び文書４０の欄外にある記載の一部は、

行政指導にはつながらない、具体的な事実のみが記載されているため、

条例第８条第３号イ及び第６号に該当せず、開示すべきである。 

（４）復命書等について 
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当該文書で不開示とした部分は、以下のとおりである。 

・対応者及び苦情者の氏名 

・「概要」欄又は「内容」欄の記載の一部 

・運転状況確認票中、①焼却炉運転状況②「その他特記事項」欄及び欄

外の記載の一部 

・指導事項票中の立会人の氏名及び指導事項 

・写真及びその撮影内容等 

異議申立人は、不開示部分のうち条例第８条第２号本文前段に該当する

個人識別情報については争わない旨主張しているため、以下不開示部分の

うち対応者、苦情者及び立会人の氏名以外の部分について検討する。 

ア 「概要」欄又は「内容」欄の記載の一部について 

（ア）当審査会が内容を見分したところ、苦情の内容、苦情者の属性、本

件事業所に対する指導事項、聴取事項及び行政指導の方針等が記載

されていた。 

（イ）苦情の内容については、苦情者が本件事業所付近で感じた具体的な

状況が記載されており、個人の内心に関する情報である。また、周辺

住民を巻き込んだ環境問題が顕在化している中、本件事業所に対す

る苦情を申し立てていたという事実は、通常他人には知られたくな

い情報である。よって、苦情の内容は、特定の個人を識別することは

できないが、公にすることにより、当該個人の権利利益を害するおそ

れがあると認められる。 

 また、苦情の内容によっては、人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、公にすることが必要であると認められる場合もあるが、

本件においては、本件事業所に起因する健康被害が客観的に認めら

れていないことからも、公にすることが必要であるとまでは言えず、

条例第８条第２号ただし書ロに該当しない。また、同号ただし書イ、

ハ及びニのいずれにも該当しない。 

 よって、当該不開示部分は、条例第８条第２号本文後段に該当し、

不開示が妥当である。 

（ウ）苦情者の属性は上記（２）ウと同様の理由により、本件事業所に対

する指導事項及び聴取事項については上記（２）イと同様の理由によ

り、本件事業所に対する行政指導の方針等については上記（３）イと

同様の理由により、それぞれ不開示が妥当である。 

 ただし、文書４４、文書４５及び文書５０の記載は、本件事業所に

対し指導を行ったか否かの記載であり、本件事業所に対する指導の

有無については、本件決定においても開示されており、また、千葉県
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議会においても実施機関から回答がなされているため、当該不開示

部分は既に公にされていると認められる。よって、当該不開示部分は

条例第８条第３号イ及び第６号に該当せず、開示すべきである。 

イ 運転状況確認票中の焼却炉運転状況について 

当該不開示部分については、上記（３）エと同様の理由により、不開

示が妥当である。 

ウ 運転状況確認票中の「その他特記事項」欄及び欄外の記載の一部につ

いて 

当審査会が内容を見分したところ、本件事業所に対する聴取事項及

び行政指導の方針等が記載されていた。 

本件事業所に対する聴取事項については上記（２）イと同様の理由に

より、本件事業所に対する行政指導の方針等については上記（３）イと

同様の理由により、それぞれ不開示が妥当である。 

エ 指導事項票中の指導事項について 

当該不開示部分は、上記（３）オと同様の理由により、不開示が妥当

である。 

オ 写真及び撮影内容等について  

当審査会が内容を見分したところ、不開示となった写真は本件事業

所内の写真であり、また撮影内容等として本件事業所に対する行政指導

に関する内容が記載されていた。 

よって、写真及び本件事業所に対する行政指導に関する内容は上記

（２）イと同様の理由により、不開示が妥当である。 

３ 異議申立人のその余の主張について 

異議申立人はその他種々主張しているが、当審査会の判断に影響を及ぼ

すものではない。 

４ 結論 

以上のとおり、実施機関は別表２の「開示すべき部分」に掲げる部分を開

示すべきであるが、その余の決定は妥当である。 

    

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は、次のとおりである。 
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年  月  日 処  理  内  容 

平成２７年５月１８日 諮問書の受理 

平成２７年９月３０日 実施機関の理由説明書の受理 

平成２７年１１月１６日 異議申立人の意見書の受理 

平成２８年１０月２６日 審議 

平成２８年１１月３０日 
実施機関による口頭理由説明 

審議 

平成２８年１２月２１日 審議 

平成２９年１月２５日 審議 
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別表１ 

文書番号 行政文書の件名 

文書１ 業務委託契約書（○○○○○工業団地内におけるＶＯＣ等の発生源調査業務

委託） 

文書２ 業務委託変更契約書（○○○○○工業団地内におけるＶＯＣ等の発生源調査

業務委託） 

文書３ 請書（○○○○○工業団地周辺環境調査業務委託） 

文書４ 業務委託契約書（○○○○○工業団地産業廃棄物処理事業場分析検査業務委

託） 

文書５ 業務委託単価契約書（産業廃棄物等分析検査業務委託 契約期限平成２５年

３月３１日） 

文書６ 業務委託単価契約書（産業廃棄物等分析検査業務委託 契約期限平成２４年

３月３１日） 

文書７ 業務委託単価契約書（産業廃棄物等分析検査業務委託 契約期限平成２３年

３月３１日） 

文書８ パトロール記録書兼報告書（平成２２年４月２３日～平成２２年４月２４日

分） 

文書９ パトロール記録書兼報告書（平成２２年５月３日～平成２２年５月４日分） 

文書１０ パトロール記録書兼報告書（平成２２年５月２４日～平成２２年５月２５日

分） 

文書１１ パトロール記録書兼報告書（平成２２年６月２日分） 

文書１２ パトロール記録書兼報告書（平成２２年６月４日～平成２２年６月５日分） 

文書１３ パトロール記録書兼報告書（平成２２年６月５日分） 

文書１４ パトロール記録書兼報告書（平成２２年６月１１日分） 

文書１５ パトロール記録書兼報告書（平成２３年６月１６日分） 

文書１６ パトロール記録書兼報告書（平成２２年６月１７日分） 

文書１７ パトロール記録書兼報告書（平成２２年６月１８日分） 

文書１８ パトロール記録書兼報告書（平成２２年６月１８日～平成２２年６月１９日

分） 

文書１９ パトロール記録書兼報告書（平成２２年６月１９日分） 

文書２０ パトロール記録書兼報告書（平成２２年７月１１日分） 

文書２１ パトロール記録書兼報告書（平成２２年７月２１日分） 

文書２２ パトロール記録書兼報告書（平成２２年８月１日分） 

文書２３ 立入調査報告書（平成２２年５月６日付け）平成２２年４月２４日実施分 

文書２４ 立入調査報告書（平成２２年５月６日付け）平成２２年５月３日実施分 

文書２５ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２２年６月９日 

文書２６ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２２年６月２２日 

文書２７ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２２年６月２８日 

文書２８ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２２年７月１３日 

文書２９ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２２年１０月２７日 

文書３０ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２３年２月９日 

文書３１ ○○○○○○○○○運転状況確認票（平成２３年５月２６日） 

文書３２ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２３年８月１０日 

文書３３ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２３年９月８日 

文書３４ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２３年９月９日 
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文書番号 行政文書の件名 

文書３５ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２３年９月１１日 

文書３６ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２３年９月３０日 

文書３７ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２３年１０月１３日 

文書３８ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２３年１１月２５日 

文書３９ ○○○○○○○○○運転状況確認票（平成２４年１月３１日） 

文書４０ 立入検査票（産業廃棄物処理施設）平成２４年３月７日 

文書４１ ○○○○○○○○○運転状況確認票（平成２４年３月１４日） 

文書４２ ○○○○○○○○○○○○○に係る現地調査結果（平成２４年４月１８日） 

文書４３ （有）○○○○○○○○○の立入検査結果について（平成２４年６月１９

日） 

文書４４ 復命書（平成２４年８月２０日） 

文書４５ 復命書（平成２４年９月２７日） 

文書４６ 復命書（平成２４年１０月２２日） 

文書４７ 復命書（平成２４年１０月２４日） 

文書４８ 復命書（平成２４年１０月３０日） 

文書４９ 復命書（平成２４年１１月２０日） 

文書５０ 復命書（平成２４年１１月２９日） 

文書５１ 復命書（平成２４年１２月１０日） 

文書５２ 復命書（平成２４年１２月１２日） 

文書５３ 復命書（平成２４年１２月１８日） 

文書５４ 復命書（平成２５年２月８日） 

文書５５ 復命書（平成２５年２月１５日） 

文書５６ 復命書（平成２５年３月１５日） 
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別表２ 

文書番号 開示すべき部分 

文書２５ ・１ページ「その他」欄 ２６行目 

・４ページ「排出事業者」欄 

文書２６ ・５ページ 番号７「撮影内容」欄 

文書２８ ・１ページ「その他」欄 ８行目及び９行目 

・４ページ「排出事業者」欄 

文書３３ ・４ページ 番号３「撮影内容」欄 

文書３５ ・６ページ 欄外記載のうち、上端及び下端の部分 

・７ページ 欄外記載 

・９ページから１１ページ 欄外記載 

文書３７ ・１７ページ 番号８「撮影内容」欄 

・１８ページ 番号９「撮影内容」欄 

・２２ページ 欄外記載 

文書３８ ・１ページ「その他」欄 ８行目３２文字目から９行目４文字目及

び９行目１６字目から２２字目 

・１５ページ 欄外記載 

文書４０ ・１５ページ 欄外記載 

文書４４ ・１ページ「４ 概要」欄 ４行目 

文書４５ ・１ページ「４ 概要」欄 ６行目 

文書５０ ・１ページ「４ 概要」欄 ６行目 

 

 

 

（参考） 

千葉県情報公開審査会第２部会 

 

氏  名 職 業 等 備 考 

木村 琢麿 千葉大学大学院専門法務研究科教授 部会長職務代理者 

荘司 久雄 城西国際大学非常勤講師 部会長 

日名子 暁 弁護士  

                 （五十音順） 


